
働き方改革アクションプラン 

会社名 キリンホールディングス株式会社 従業員数 ①5,000 人以上  
 

①長時間労働の是正（ＫＰＩ） 

・年間平均の総実労働時間の削減。 

（中期的には、年間平均の総実労働時間を 1850 時間へ。） 

 

①長時間労働の是正（行動計画） 

・労働時間の全部門の見える化、本社部門における会議室利用時間の見える化 

（社内ポータルサイトに掲示） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・四半期ごとの上記実績のモニタリング。 

・本社部門における 22時一斉消灯による原則深夜勤務時間帯の残業禁止 

（22時以降残業する場合は、勤怠入力画面においても事前申請制） 

・勤務間インターバル制度を利用した決められた時間内で働く意識の醸成、働かない時間（休息時間）

の確保。（2018 年 2月制度本導入） 

・部門ごとに働き方改革を推進するために設定する定時退社Week、20 時まで退社、会議時間帯の見

直し等の取組み。 

・部門ごとに業務改革・改善の実行や、一部の部門にて RPA の導入を実施。 

・PC ログ時刻等の客観的データを用いた適正な労働時間管理の継続。 

・企画業務型裁量労働制の本導入（2017 年 4月より） 

・時間外労働の多い部署への実態調査と改善フォロー。 

 

 



働き方改革アクションプラン 

会社名 キリンホールディングス株式会社 従業員数 ①5,000 人以上  
 

②年休の取得促進（ＫＰＩ） 

・年間平均休暇取得日数の前年比増。 

 

 

②年休の取得促進（行動計画） 

・年間で取得する年休計画を年初に立てる取組み。 

 部門全体への公式文書発信、エクセル等での運用。 

 

 

 

 

 

 

・①長時間労働の是正同様の、部門ごとの年休取得実績の見える化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・土日/休日含む連続 5日以上の年休取得推進 

・定期的な年休取得状況の確認と、取得 5日未満者へのアプローチ 

・ゴールデンウィーク等、日付を示した休暇取得奨励を実施 

 



働き方改革アクションプラン 

会社名 キリンホールディングス株式会社 従業員数 ①5,000 人以上  
 

③柔軟な働き方の促進（ＫＰＩ） 

・従業員意識調査での「働き方改革」「ワークライフバランス」に関連する項目の好意スコアの前年比上昇 

・男性の育児休業取得率前年比増 

 

③柔軟な働き方の促進（行動計画） 

【柔軟な働き方に関する各種制度・ツールの利用度の向上】 

・在宅勤務制度、フレックスコアタイムなし制度等、場所・時間を選ばない働き方の制度周知 

・社給スマートフォンの対象範囲拡大による、隙間時間の有効活用・移動時間削減/短縮や、 

業務効率化 

・Web会議、FaceTime等での、リモートで会議開催できることの使い方案内 

・私物パソコンから社内環境へ接続できるサービスの継続活用（2016 年 12月サービス導入） 

 

【育児・介護を行う社員等、多様な従業員の柔軟な働き方の推進】 

・配偶者が出産した男性社員への育児休業等の支援制度を周知 

・育児や介護等による制約のある働き方を疑似体験する研修プログラムの実施 

（個人の意識改革と合せて、組織マネジメントの向上も目的として実施） 

 


